
独立行政法人自動車技術総合機構（法人番号　1011105001930）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和４年度における改定内容

当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査
に係る確認調査等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応
することによるシナジー効果の創出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安
心の確保及び環境の保全を図るとともに、国が行う自動車等の基準策定に係る研究及び
国際標準化業務の支援等を行っている。

その業務内容が国の検査・登録業務と密接に関連していること及び業務内容の公共性
の高さに鑑み、役員報酬水準について独立行政法人通則法第50条の２第３項の規定の
趣旨を踏まえ、当法人の業務実績を考慮し、役員の職責に応じて国の指定職の俸給水
準を参考とした。

・事務次官年間報酬額・・・23,235,000円
・本府省局長年間報酬額・・・17,698,000円

勤勉手当について、基礎額に、その者の勤務実績に応じて理事長が定める割合を乗じ、

かつ、在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

役員報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。
月額については、独立行政法人自動車技術総合機構役員給与規程（以下

「役員給与規程」という。）に則り、理事長の本俸（1,035,000円）に地域手当
（207,000円）及び通勤手当を加算して算出している。期末手当についても、
役員給与規程に則り、役員が受けるべき俸給及び地域手当の月額並びに俸
給月額に100分の25の割合を乗じて得た額並びに俸給及び地域手当の月
額に100分の20を乗じて得た額の合計額に100分の62.5を乗じ、かつ、在職
期間に応じた割合を乗じて得た額とする。

勤勉手当の額は、基礎額に、その者の勤務実績に応じ、理事長が定める
割合を乗じ、かつ、在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

役員報酬支給基準及び算出方法は法人の長に記載したものと同じ。
代表理事の本俸は965,000円、理事の本俸は761,000円から895,000円の

範囲内で理事長が決定する額、地域手当の額は121,760円から179,000円と
している。

役員報酬支給基準及び算出方法は法人の長に記載したものと同じ。
監事の本俸は706,000円、地域手当の額は141,200円としている。

役員報酬支給基準は役員給与規程に則り、非常勤役員手当の月額
（240,500円）のみとしている。



２　役員の報酬等の支給状況
令和４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,602 12,420 5,609
2,484

89
（地域手当）
（通勤手当） R3.4.1

千円 千円 千円 千円

5,053 2,454 2,108
491

0
（地域手当）
（通勤手当） R4.6.30 ◇

千円 千円 千円 千円

10,468 6,849 2,154
1,370

95
（地域手当）
（通勤手当） R4.7.1 ◇

千円 千円 千円 千円

18,025 10,740 4,853
2,148

284
（地域手当）
（通勤手当） R2.7.1

千円 千円 千円 千円

10,483 6,825 2,154
1,363

141
（地域手当）
（通勤手当） R4.7.1 ◇

千円 千円 千円 千円

5,569 2,685 2,307
537
40

（地域手当）
（通勤手当） R4.6.30 ◇

千円 千円 千円 千円

12,364 8,685 2,290
1,390

0
（地域手当）
（通勤手当） R4.7.1

千円 千円 千円 千円

14,586 9,132 3,993
1,461

0
（地域手当）
（通勤手当） R4.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

5,121 2,454 2,112
491
64

（地域手当）
（通勤手当） R4.6.30 ※

千円 千円 千円 千円

14,339 8,472 3,866
1,694

307
（地域手当）
（通勤手当） R3.8.1 ※

千円 千円 千円 千円

2,886 2,886
（　　　　）

R3.8.1

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

F理事

D理事

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

E理事

Ｂ監事
（非常勤）

A理事

B理事

Ｇ理事

Ａ監事

Ｈ理事

法人の長

前職



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

理事長は、法人の代表として、その業務を総理し、法人経営に関する最終的な責
任と権限を有するものであるが、当法人は、そのリーダーシップの下、中期目標達成
に向け、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査
に係る確認調査等の業務を行っている。

その報酬水準については、国家公務員の指定職俸給表に準拠して定めていると
ともに「令和元年度人事院勧告資料（令和元年８月）３役員報酬関係」※による民間
企業の役員報酬と比較して低くなっており妥当である。

・事務次官年間報酬額・・・23,235,000円
※令和4年度は人事院による民間企業における役員報酬（給与）調査が実施されなかったため、
直近の公表資料を参照。

理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐し、自動車の保安基準適合審
査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係る確認調査等の業務を分担し、
その所管事項に関して職員を指揮監督している。

理事の報酬については、理事長の報酬額と比較衡量したうえで決定されており、
その報酬水準は妥当である。

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確保の
ため、監査を行っている。

監事の報酬については、理事長の報酬額と比較衡量したうえで決定されており、
その報酬水準は妥当である。

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確保の
ため、監査を行っている。

監事の報酬については、理事長の報酬額と比較衡量したうえで決定されており、
その報酬水準は妥当である。

当該法人は、自動車が道路運送車両法第46条に規定する保安基準に適合す
るかどうかの審査、自動車技術等に関する試験、調査、研究及び開発等を総合
的に行うことにより、自動車の運送等に関する安全の確保、公害の防止その他の
環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図ることを目的としている。

その業務内容に鑑みれば、Ⅰ-1-①に示された役員報酬水準の考え方は国家
公務員の給与及び民間企業の報酬基準を踏まえて定められており、適当である。
また、Ⅰ-2の報酬実績は報酬水準の設定の考え方に即しており、法人の検証結
果は適当である。



４　役員の退職手当の支給状況（令和４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

6,162 6 0 R4.6.30 1.0 ※

千円 年 月

5,366 4 9 R4.3.31 1.1 ※

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：理事Ｂについては、既に仮の業績勘案率により算出した支給額（4,787千円：令和3年度）を

　当該役員に対して仮支給していたが、当該役員が在職した期間の業績勘案率が決定したことにより
　確定した退職手当の総額である。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

該当者なし

監事A

理事A

法人での在職期間

監事A
（非常勤）

判断理由
理事長は、法人の代表として、その業務を総理し、法人経営に関する最終的な責任と権限を有するものである

が、当法人は、そのリーダーシップの下、中期目標達成に向け、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検

証、登録基準の適合性審査に係る確認調査等の業務を行っている。理事長の退職手当については、国家公

務員退職手当法の規定に準拠して定めているとともに、独立行政法人の業務実績に対する評価及び在籍期

間により決定していることから妥当である。

理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐して法人の業務を掌理するものであるが、当法人は、中期

目標達成に向け、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係る確認調査

等の業務を行っている。理事の退職手当については、国家公務員退職手当法の規定に準拠して定めていると

ともに、業務実績に対する評価及び在籍期間により決定していることから妥当である。

監事A
（非常勤）

監事A

法人の長

理事A

理事Ｂ

法人の長

勤勉手当の額は、基礎額に、その者の勤務実績に応じ、理事長が定める割合を乗じ、
かつ、在職期間に応じた割合を乗じて得た額としており、今後も引き続き実施していく。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和４年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

708 35.7 5,685 4,262 136 1,423
人 歳 千円 千円 千円 千円

685 35.3 5,551 4,165 135 1,386
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 49.0 9,660 7,156 147 2,504

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 48.8 8,321 6,474 72 1,847
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 48.8 8,321 6,474 72 1,847

人 歳 千円 千円 千円 千円

2 64.0 5,196 4,321 60 875
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 64.0 5,196 4,321 60 875

人 歳 千円 千円 千円 千円

95 58.0 4,043 3,200 149 843
人 歳 千円 千円 千円 千円

73 57.1 3,767 2,844 119 923
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 60.8 4,959 4,380 249 579

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

区分 人員 平均年齢
令和４年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

研究職種

研究職種

非常勤職員

事務・技術

常勤職員

事務・技術

研究職種

任期付職員

研究職種

再任用職員

当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係る
確認調査等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応することによ
るシナジー効果の創出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環
境の保全を図るとともに、国が行う自動車等の基準策定に係る研究及び国際標準化業務の支
援等を行っている。その業務内容が国の検査・登録業務と密接に関連していること及び業務内
容の公共性の高さに鑑み、職員給与水準について独立行政法人通則法第50条の10第３項の
規定の趣旨を踏まえ、当法人の業務実績を考慮し、国家公務員の給与水準を参考とした。

・国家公務員・・・令和４年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額
は405,970円、平均年間給与は6,660,000円となっている。

当法人においては、令和元年10月より国家公務員の人事評価制度に準拠した評価制度を導
入し、勤勉手当の支給に反映することとしている。また、研究職員については、前年度の業務実
績評価結果に基づき、実績手当を支給している。

独立行政法人自動車技術総合機構職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（扶養手当、地域手
当、広域異動手当、管理職手当、本部業務調整手当、研究業務調整手当、住居手当、通勤手当、
特殊勤務手当、特地勤務手当、宿日直手当、寒冷地手当、単身赴任手当、超過勤務手当、管理
職特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、研究実績手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当）に管理
加算額及び職務加算額を加算し、100分の120を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけ
るその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋地域手当＋広域異動手当）に管理加算額及び
職務加算額を加算し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗
じ、別に定める勤務成績に応じた割合を乗じて得た額としている。



②
年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員））〔在外職員、任期付職員及び
再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注：44-47歳の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均給与額につ
いては表示していない。
注：年齢32-35歳、40-43歳、44-47歳、48-51歳の該当者は４名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそ
れがあることから、第１四分位、第３四分位については表示していない。



（事務・技術職員）

平均 最高 ～ 最低
人 歳 千円 千円 千円

5 55.3 10,334 12,779 ～ 8,804

9 53.2 9,466 10,789 ～ 8,421

8 46.5 8,288 9,509 ～ 6,979

22 35.5 5,512 7,223 ～ 4,003

1 － － － ～ －

12 41.5 6,648 7,961 ～ 4,880

10 39.8 6,787 9,534 ～ 4,358

175 24.5 3,519 5,613 ～ 2,677

6 55.3 9,120 9,757 ～ 8,156

76 51.0 8,409 9,549 ～ 7,294

100 43.9 6,502 7,847 ～ 4,536

213 30.7 4,587 6,341 ～ 3,155

1 － － － ～ －

3 51.2 8,766 － ～ －

42 38.6 5,906 8,548 ～ 4,340

2 － － － ～ －

（研究職員）

平均 最高 ～ 最低
人 歳 千円 千円 千円

11 48.3 8,657 9,576 ～ 7,333

3 33.5 6,103 － ～ －

3 55.8 13,100 － ～ －

6 54.5 10,993 12,247 ～ 9,066

④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.6 53.4 54.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.4 46.6 46.0

％ ％ ％

         最高～最低 56.2～40.9 57.5～40.1 56.9～41.6

％ ％ ％

55.1 54.7 54.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

44.9 45.3 45.1

％ ％ ％

         最高～最低 49.7～35.7 52.1～38.8 50.0～39.0

（研究職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

51.6 51.4 51.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

48.4 48.6 48.5

％ ％ ％

         最高～最低 54.9～42.6 54.9～42.8 54.9～42.8
％ ％ ％

56.6 56.6 56.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

43.4 43.4 43.4

％ ％ ％

         最高～最低 44.2～41.9 44.2～41.9 44.2～41.9

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグルー
プ

人員 平均年齢
年間給与額

本部部長

本部課長

本部課長補佐

本部係長

本部係員

地方課長補佐

地方係長

地方係員

地方機関部長

地方機関所長・課長

上席・主席自動車検査官

自動車検査官

審議役

先任自動車認証審査官

自動車認証審査官

自動車認証審査官補

注１：本部係員、審議役、自動車認証審査官補の該当者は2名以下のため、当該個人に関する情報が特定
されるおそれがあることから、平均年齢及び年間給与額については記載していない。

注２：先任自動車認証審査官の該当者は4名以下のため、年間給与額の最高～最低は記載していない。

分布状況を示すグルー
プ

人員 平均年齢
年間給与額

本部主任研究員

本部研究員

主幹研究員

上席研究員

注：本部研究員、主幹研究員の該当者は4名以下のため、年間給与額の最高～最低は記載していない。

賞与（令和４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○研究職員

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　　９９．１

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０３．３

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１００．２

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０４．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

当法人の俸給、諸手当等の給与体系は国家公務員と同等である。
地域・学歴を勘案した場合に国の水準と誤差が生じる要因としては、人事異動による異動
保障（地域手当）の支給額が多かったことによるものである。
　　【異動保障受給者の割合】　　　　　（国）15.1％　　　 　　（法人）50.9％

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】15.7％
（国からの財政支出額　4,588百万円、支出予算の総額29,135万円：令和4年度予算）
【累積欠損額】　0円（令和4年度決算）
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合】　24.4％
（支出総額　29,190百万円、給与・報酬等支給総額　7,133百万円：令和4年度決算）
【管理職の割合】　14.6％（常勤職員数1,012名中148名）(令和5年3月現在）
【大卒以上の高学歴者の割合】　34.2％（常勤職員数1,012名中346名）（令和5年3月現
在）

（法人の検証結果）
当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に
係る確認調査等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応する
ことによるシナジー効果の創出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安心の
確保及び環境の保全を図るとともに、国が行う自動車等の基準策定に係る研究及び国際
標準化業務の支援等を行っている。その報酬水準についてはⅡ-１-①で記載したとおり、
国家公務員の給与水準を考慮しているが、２の結果は①の考え方を踏まえて国家公務員
の給与水準に則した給与実績となっており妥当である。

（主務大臣の検証結果）
当該法人の事務・技術職員は、自動車が道路運送車両法第46条に規定する保
安基準に適合するかどうかの審査を行うことにより、自動車の運送等に関する安
全の確保、公害の防止その他の環境の保全を図ることを目的としている。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-1-①に示された給与水準の考え方は国家公務
員の給与水準を踏まえて定められており、適当である。
　また、Ⅱ-2の給与実績は給与水準の設定の考え方に即しており、法人の検証
結果は妥当である。

講ずる措置
引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　１００．５

・年齢・地域勘案　　　　　　　　９８．０

・年齢・学歴勘案　　　　　　　１００．５

・年齢・地域・学歴勘案　　　　９８．０

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

当法人の俸給、諸手当等の給与体系は国家公務員と同等である。
国の水準より高くなっている理由としては、当法人の研究職の平均年齢が、国家公務員の
研究員の平均年齢を上回っているため、給与支給額が多かったことによるものである。
　【平均年齢】　　　　（国）46.6歳　　　　　　　　　　（法人）49.0歳

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】15.7％
（国からの財政支出額　4,588百万円、支出予算の総額29,135万円：令和4年度予算）
【累積欠損額】　0円（令和4年度決算）
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合】　24.4％
（支出総額　29,190百万円、給与・報酬等支給総額　7,133百万円：令和4年度決算）
【管理職の割合】　27.3％（常勤職員数33名中9名）(令和5年3月現在）
【大卒以上の高学歴者の割合】　91.0％（常勤職員数33名中30名）（令和5年3月現在）

【検証結果】
（法人の検証結果）
当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に
係る確認調査等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応する
ことによるシナジー効果の創出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安心の
確保及び環境の保全を図るとともに、国が行う自動車等の基準策定に係る研究及び国際
標準化業務の支援等を行っている。その報酬水準についてはⅡ-１-①で記載したとおり、
国家公務員の給与水準を考慮しているが、２の結果は①の考え方を踏まえて国家公務員
の給与水準に則した給与実績となっており妥当である。

（主務大臣の検証結果）
当該法人の研究職員の業務目的は、運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に係るもの
に関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、陸上運送及び航空運送に関する
安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図ることである。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-１-①に示された給与水準の設定の考え方は、国家公務
員の水準を踏まえて定められており、適当である。
　また、Ⅱ-２の給与実績は給与水準の設定の考え方に則しており、法人の検証結果は適
当である。

講ずる措置
引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

令和３年度 令和４年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D)
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

福利厚生費

退職手当支給額
192,239 87,637

区　　分

給与、報酬等支給総額
7,000,590 7,132,725

非常勤役職員等給与
1,076,819 1,270,842

1,144,078 1,200,493

１）給与、報酬等支給総額の対前年度比　101.9％
役職員への賞与のうち、運営費交付金により財源措置されるものについては、H30年度まで引
当金を計上していなかったが、独立行政法人会計基準等の改訂により、R1年度より賞与支給
見込額のうち、R1年度に負担すべき金額を賞与引当金として計上すると共に、賞与引当金見
返として計上している。
２）最広義人件費の対前年度比　103.0％
３）「公務員の給与改定に関する取扱いについて」(平成29年11月17日閣議決定）に基づき、平
成30年4月1日から以下の措置を講ずることとした。
　役職員の退職手当について、調整率を100分の83.7に引下げた。
　なお、労働組合と協議した結果、措置の開始時期は国家公務員に係る措置時期（平成30年
1月1日）と異なる扱いとした。

特になし。

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費
9,413,726 9,691,697

昇給、勤勉手当の支給に際して、職員の勤務実績を考慮することとしており、研究職員について
は、前年度の業務実績評価結果に基づき、実績手当を支給することとしており、引き続き実施して
いく。

・29歳（大卒）
月額 422,442円 年間給与額 6,262,300円

・33歳（本部係長）
月額 426,546円 年間給与額 6,526,988円

・46歳（本部専門官、子2人）
月額 757,380円 年間給与額 11,583,965円


